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非正規雇用の拡大と家計・GDP成長率
への影響

立命館大学国際関係学部・研究科特任教授　大 田　英 明

〜要旨〜
　バブル崩壊後「失われた 30 年」といわれる長期経済低迷の背景には GDP の大半を占める消費支出

の減少がある。特に過去数十年新自由主義政権による労働市場の自由化に伴い全労働人口の約 4 割を

占める非正規雇用の拡大によって家計の可処分所得及び実質賃金は長期にわたり低下し、貧困率も増

加してきた。本稿では、非正規労働の拡大に伴う消費支出の減少が長期にわたる景気低迷をもたらし

たことを検証する。さらに、本稿では非正規雇用の経済成長、賃金水準、家計消費との関連及び経済

的影響を非正規雇用比率、労働組合組織率、労働生産性などの関連指標を用いて計量的手法を使って

検証する。最後に非正規雇用解消と正規雇用の推進に伴う家計の可処分所得の増加に加え、税制改革

による分配の改善に伴う経済成長率の増加を示す。

はじめに
本稿では、家計所得・支出の低迷は過去数十

年にわたる労働市場の自由化に伴う非正規労働

の拡大が（実質）賃金水準を低下させてきた結果、

消費支出の実質的減少をもたらし、経済低迷を

継続させてきた事実を提示しそれを検証するこ

とを目的としている。

バブル崩壊後「失われた 30 年」といわれる長

期経済低迷の背景には GDP の大半を占める消費

支出の減少がある。特に新自由主義政権による

労働市場の自由化に伴い全労働人口の約 4 割を

占める非正規雇用の拡大によって過去数十年全

体の家計の平均可処分所得及び実質賃金は一貫

して低下し、貧困率も増加してきた。さらに所

得税累進性のフラット化、拡大する社会保障費

を消費税など逆進性の強い税収で減収分を補填

する政策が推進され、中低所得層の所得税・社

会保険料負担が増加してきた。本稿では、家計

所得・支出の低迷は非正規労働の拡大に伴う全

体の消費支出の減少が長期にわたる景気低迷を

もたらしたことが大きな要因となっていること

を鑑み、非正規雇用の経済の増加及び成長、賃

金水準、家計消費などの関連指標を用いて計量

的手法を使って検証する。最後に非正規雇用解

消と正規雇用の推進に伴う家計の可処分所得の

増加に加え、税制改革による分配の改善に伴う

経済成長率の増加を示す。

1970 年代まで一般的であった正規雇用制度



が 1980 年代以降現在に至るまで労働市場の自由

化に伴い非正規雇用が大幅に拡大し一般化して

きた。その契機となったのは中曽根内閣（1982-

1987）下で導入された労働者派遣法（以下、派遣法）

の導入（1985）である。派遣法は、当初は特殊

な職種に限定していたが、2000 年代の小泉政権

を経て、安倍政権下で派遣業務は全面的に自由

化されてきた。当初 13 業種に限定されていた派

遣業務（非正規雇用）は次第に適用範囲が拡大

され、1996 年に専門的 26 業種の適用に拡大した。

さらに小泉政権下（2001-2006）では派遣法の適

用を製造業に拡大した（2003 年 3 月）1）。さら

に、安倍政権では派遣法適用 26 業種の限定を廃

止し、派遣期間の制限（3 年）を事実上撤廃し、

派遣会社の人材が交代で派遣が可能となり、非

正規労働の拡大に一層拍車をかけた。実際、企

業は非正規雇用を雇用調整の手段とし、賃金水

準低下を促進してきた 2）。非正規雇用は若年で

も増加しており、全世帯の可処分所得の低下に

拍車をかけている。

最近の「年収 103 万の壁」、「同 106 万円の壁」、

あるいは「就職氷河期世代」問題などは全て非

正規雇用が一般化していることを象徴しており、

低所得層が増加していることを示している。さ

らに、もともと日本企業の技術を習得させる技

術協力の目的で導入された「技能実習制度」が

事実上アジア諸国等から低賃金労働者として日

本国内で労働させる制度として一般化してきた。

そのため、労働者全体の賃金水準の上昇を抑制

してきた 3）。

本稿では最初に日本の非正規雇用の拡大の政

治的・社会的背景を挙げ、続いてその影響と問

題について新自由主義的影響が強い労働政策に

関して論ずる。次に非正規雇用の及ぼす経済的

影響に関して非正規雇用比率、GDP 成長率、賃

金水準、労働組合組織率、労働生産性などの関

連指標を用いて計量的手法を用いて検証する。

さらに、家計調査（2023）を基に所得税・保険

料の累進性強化に伴う所得分配の改善によって

経済成長率を増加させることを立証する。最後

に、日本経済の復活を目指して持続可能な成長

を達成するため非正規雇用の規制強化や厳格化

による非正規雇用の縮小と正規雇用の拡大に向

けた政策提言を行う。

1　日本の労働市場自由化と非正規雇用の拡大
（1）非正規雇用の増加と「失われた 30 年」

日本は「失われた 30 年」ともいわれる長期経

済低迷が継続しており、先進国のみならず、か

つての ASIAN NIEs に比較しても日本の所得水

準は下回っている。日本経済の長期低迷の根本

的な要因には、非正規雇用の拡大に伴い全体の

実質賃金が低下し消費が低迷してきたことがあ

る。日本の戦後の高度成長を支えてきた 1970 年

代まで一般的であった雇用制度が 1980 年代以降

の新自由主義に基づく労働政策の自由化に伴い

変貌し、非正規雇用が労働人口全体の約 4 割を

占める状況となっている。

1980 年代には中曽根内閣（1982-1987）は派

遣法導入（1985）及び国有企業の民営化（1985）

を推進したが、労働市場ではまだ派遣業種の制

限（13 業種限定）により、非正規雇用は専業

主婦のパートタイム労働が中心であり、労働者

の大半は正規雇用形態をとっていた。しかし、

1991 年のバブル崩壊とともに、実質賃金上昇に

対する抑制要因として非正規雇用が拡大し、企

業のコスト削減に寄与してきた。まず、①派遣

法業種の拡大に伴う非正規雇用比率拡大、②景

気悪化に伴う待遇改善に向けた労組の経営者へ

の賃上げ等待遇改善要求困難化と労組組織率の

大幅減少、③外国人研修制度の活用に伴う一層

の低賃金圧力増大、④非正規雇用の拡大に伴う
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正規雇用労働者賃金水準への抑制、⑤非正規雇

用の一般化に伴う最低賃金引上げ抑制、などが

進展した。

現在非正規雇用労働者の平均年収は 201.9 万

円と、正規雇用の平均 530.3 万円を大幅に下回っ

ている（国税庁「民間給与実態統計調査」[2024]）。

また、非正規雇用では男性の年収 228 万円に対

し、非正規雇用が過半数を占める女性は 153 万

円にとどまっている。非正規雇用では通常正規

雇用で適用される厚生年金、各種保険（雇用保

険 健康保険 労災保険）はほとんど適用されな

い。正規雇用では会社が厚生年金拠出金の半額

を負担するが、非正規雇用で適用されず、各自

国民年金拠出せざるを得ないが、大半の非正規

雇用労働者はその負担は困難である。

非正規雇用比率の増加は労働者の賃金水準を

低下させ、家計所得と可処分所得の低下を通し

て家計支出の減少を招く。GDP に大半を占める

家計支出の減少は経済成長率に大きく影響を与

える 4）。GDP 成長率と家計消費は高い正の相関

性、非正規比率と家計消費の相関性を示してい

る（図 1）。この結果は非正規雇用比率の増加は

家計消費の低下に伴い GDP 成長率を低下させて

いることを示す。

非正規雇用の拡大は 90 年代の派遣業務対象 26

業種への拡大を経て、小泉政権では対象を製造

業まで拡大し、安倍政権（第二次）で全面自由 

化が完成した。両政権時では家計消費の GDP 成

長率の寄与はほとんど見られず、安倍政権下で

はむしろ家計消費はマイナスも記録した（図 2）。

 

図1　実質GDP 成長率（日本） 
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日本の賃金水準は 1997 年以降、ほとんど伸び

ておらず、その背景には非正規雇用が 1990 年代

から大幅に上昇していることがある（図 3）。全

労働者の約 4 割を占める非正規雇用比率の増加

は日本の家計収入全体の低下につながっており、

日本の貧困率は先進国で最低水準にある（図 4）。

非正規雇用の増加に伴い日本の労働組合組織率

が一貫して低下しており、2024 年には過去最低

水準（16.1％）となっている（図 5）。非正規雇

用のパート労働者の組合組織率はわずか 8.8％で

ある（2024）。さらに、非正規雇用比率の増加と

ともに所得格差の拡大は加速しており、課税前

Gini 係数は 0.5770（2021）と高水準にある 5）（図

6）。こうした現状を反映して生活保護世帯は大

幅に拡大した。また、1980 年代以降所得税累進

性のフラット化や社会保険料を含む税負担が中

低所得層で大幅な上昇に伴い、家計の可処分所

得の低下および実質賃金の低下は家計所得の減

少につながり、需要が伸びず、GDP 成長率の低

下をもたらしてきた。すなわち非正規雇用の拡

大は日本経済の回復の大きな足枷となっており、

この現状を変革しない限り景気低迷は今後とも

継続する可能性が高い。

図3　非正規雇用/賃金  
 　

図4　非正規雇用/貧困率

図5　労働組合組織率/賃金  図6　非正規雇用/Gini係数

50

60

70

80

90

100

110

15

20

25

30

35

40

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

(%)

（出所）総務省

賃金

（製造業）

（右軸）

非正規雇用

(左軸）

（2015＝100）

11

12

13

14

15

16

17

15

20

25

30

35

40

1984 1989 1994 1999 2004 2009 2014 2019 2024

(% )

（出所）総務省

貧困率

非正規雇用

0

20

40

60

80

100

120

0

5

10

15

20

25

30

35

40

1970 1980 1990 2000 2010 2020

労組組織率

パート労働者の組織率

賃金水準(右軸)

(%)

（出処）厚生労働省

(2015=100)

15

20

25

30

35

40

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.55

0.60

19
68

19
74

19
86

19
90

19
96

20
00

20
03

20
05

20
07

20
11

20
14

20
17

20
22

20
24

当初Gini

再分配後Gini

非正規比率（右軸）

（出所）厚生労働省資料より筆者作成

改善 分配悪化

0.5770(2021)

(%)

39 季刊　個人金融　2025 秋



特集　経済格差の拡大と暮らしへの影響

（3）新自由主義政権と労働市場自由化
労働者派遣法の導入（1985）は日本の労働政

策と市場の変化に大きな役割を果たした。派遣

法は、当初は特殊な職種（13 業種）に限定し、

派遣期間も原則 1 年であったが、2000 年代の小

泉政権（2001.4-2006.9）を経て、さらに安倍政

権（2006.9-2007.9; 2012.12-2020.9）に引き継がれ、

ついに派遣業務は全面的に自由化されてきた（表

1）。それに伴い小泉政権、安倍政権下で非正規

雇用は急速に増加した。

例えば小泉・安倍政権下で労働政策決定過程

に常にかかわってきた竹中平蔵氏が務めた人材

派遣会社（パソナ）の利益に供する政策が明確

に派遣法の改正に反映してきた。小泉政権下で

解禁された製造業への派遣は当初 1 年未満で

あったが　第一次安倍政権では 3 年まで延長し、

派遣自由化が推進された。安倍政権による派遣

法の改正（2015）は、3 年を限度に同一企業に

同一人物の派遣を不可としたが、派遣会社自体

はむしろ好都合であり、登録された別の人材を

派遣できるため、同一人物が正規社員に登用さ

れる機会はなく、事実上長期にわたる非正規雇

用人材（例：就職氷河期世代）が増加した。

第二次安倍政権では表面的には「働き方改革」

と銘打って同一労働同一賃金、職位の比較的高

い従業員にエグゼンプションとして残業にとら

われない形式を導入しようとしたが、結局これ

らは、全くキャンペーンにすぎず、実際には非

正規雇用と正規雇用の格差を縮小せず、非正規

雇用の比率は一層増加した。

一方、非自民政権の細川政権（1993.8-1994.4）、

村山政権（1994.6-1996.1）、民主党政権（2009.9-

2012.12）下では一時的にせよ非正規雇用をむし

ろ規制する方向に法律の改正が実施された。

 

表 1　労働者派遣法の変遷
1985

1986

自民党

中曽根

労働者派遣法、 13 業務対象 , 原則 1 年期限 （最大 3 年） に施行 （以前は人材派遣は禁止）

専門知識を必要とする 16 業務に拡大、 派遣が解禁

1996
自民党

橋本

対象業務が 26 業務に

バブル崩壊 （1991） 以後、 人材派遣需要が拡大、 対象となる業務も 26 業務まで拡大

1999
自民 / 自由党

小渕

派遣業種の原則自由化 ( 対象業務のネガティブリスト化 )

規制緩和進展、 対象業務が原則自由化

2000
自民党

小渕 / 森

紹介予定派遣の解禁 : 派遣契約期間が終了した時点で合意があれば、

雇用形態を派遣から直接雇用へと切り替え可能、 紹介予定派遣が可能

2003

2004

自民党

小泉

製造業務への派遣解禁　26 業務への派遣期間の制限撤廃

紹介予定派遣の受け入れ期間最長 6 ヶ月、 事前面接解禁

2006
自民党

小泉

医療関係業務の一部で派遣が解禁

従来原則禁止されていた医療業務に派遣解禁

2007
自民党

安倍 （第 1 次）

製造業務への派遣期間が最長 3 年に

最長 1 年だった製造業務への派遣期間が最長 3 年延長可能

2012
民主党

野田

派遣法改正、 規制強化 : 日雇い派遣の原則禁止、 グループ派遣の規制、

離職者派遣の制限、 派遣スタッフ保護、 マージン率等情報公開義務化、 待遇改善の強化

2015

2016

自民党

安倍 （第 2 次）

派遣法改正。 通称 「3 年ルール」

「働き方改革」 （同一労働同一賃金」 等） ガイドライン （実際には順守不明）

（出所）厚生労働省より筆者作成
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（4）1990 年以降の景気低迷に伴う労働コ
スト削減
非正規雇用の増加は正規雇用労働者との所得

格差を拡大するのみならず、全体の賃金水準上

昇の足枷となった。また、途上国の人々に日本

の技術を伝播させる目的で 1993 年に導入した

「外国人技能実習制度」は実際には最低賃金水準

を大幅に下回る低賃金労働者の雇用として活用

されてきた。このため同制度は賃金引上げ抑制

に寄与してきた 6）。

第二次安倍政権（2013-2020）下での雇用人口

の増加はほぼ大多数の女性を含む非正規雇用の

増加に過ぎず、全体の労働力人口の中で非正規

の割合が増加するほど全体の労働者の賃金は減

少する。それが家計所得及び可処分所得の減少

に伴う消費の減退・低迷となる。

2　非正規雇用に伴う経済成長率への影響 　
（1） 概要・分析手法

非正規雇用比率の増加は労働者の賃金水準を

低下させ、家計所得と可処分所得の低下を通し

て家計支出の減少招く。本節では、対象期間を

1981 ～ 2021 年とし、被説明変数として GDP 成

長率，非正規雇用労働比率、賃金水準、説明変

数として労働組合組織率、家計支出、労働生産

性、全要素生産性等を基に OLS 回帰分析を行っ

た（表 2）7）。各回帰式では各変数間の内生性を

考慮して GDP 成長率と非正規雇用、労働組合組

織率、②家計支出と GDP 成長率、③賃金水準と

非正規雇用比率の推移などの相関性を明らかに

する。

表 2　各指数・変数
名称 略称 期間 出所

実質 GDP 成長率 （前年比 , %） GDP GROWTH 1980-2021 内閣府

非正規雇用比率 (%) NONREGULAR 1984-2021 総務省統計局

家計消費支出 （前年比 , %） HOUSEHOLDEX 1981-2021 総務省統計局

労働組合組織率 (%) UNION 1980-2021 厚生労働省

賃金水準 (2015=100) WAGE 1980-2021 厚生労働省

時 間 当 た り 労 働 報 酬 (Labour 

compensation per hour worked)
Labcomp 1995-2021 OECD

全要素生産性 (2017=100) TFP 1980-2019  FRED (FRB)

労働生産性　（前年比 , %) LProductivity 1991-2021 日本生産性本部

表 3　各変数の相関性
GDP

成長率

非正規　　

雇用
家計支出

労働組合

組織率
賃金水準

単位労働

コスト
労働報酬

全要素

生産性
労働生産性

GDP 成長率 1.000000 -0.131764 0.696043 0.137215 0.140257 　 -0.230621 0.890806 0.844830

非正規雇用 -0.131764 1.000000 -0.353744 -0.992351 -0.850336 0.971771 -0.082788 0.064449 -0.237639

家計支出 0.696043 -0.353744 1.000000 0.346837 0.165088 -0.236887 -0.279138 0.675733 0.567439

労働組合組織率 0.137215 -0.992351 0.346837 1.000000 0.823446 -0.973555 0.077817 -0.051160 0.243038

賃金水準 0.140257 -0.850336 0.165088 0.823446 1.000000 -0.805244 0.476932 -0.096075 0.239671

単位労働コスト 0.046048 0.971771 -0.236887 -0.973555 -0.805244 1.000000 -0.164331 0.191700 -0.113928

労働報酬 -0.230621 -0.082788 -0.279138 0.077817 0.476932 -0.164331 1.000000 -0.205681 -0.144103

全要素生産性 （⊿） 0.178746 0.856934 -0.192229 -0.840918 -0.582186 0.889785 0.134859 1.000000 0.768451

労働生産性 0.844830 -0.237639 0.567439 0.243038 0.239671 -0.113928 -0.144103 0.768451 1.000000

（出所）内閣府 , 総務省 , 厚生労働省 , FRB（FRED）, OECD より筆者算定。
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特集　経済格差の拡大と暮らしへの影響

（3） GDP 成長率と非正規雇用・労働組合組
織率等の関係
非正規雇用比率（Nonregular）の上昇は GDP

成長率と有意に負の相関性を示している（表 4 

（1）、（2）、（3）式）。また、家計消費の増加は

GDP 成長率に正で有意な相関性がある。（同（2）、

（6）、（7）式）。さらに、全要素生産性（Total 

Factor Productivity）および労働生産性 （Labour 

Productivity）も GDP 成長率に正で有意な相関

性を明確に示している（同（3）～（5）式）。こ

れは、労働者一人当たり生産性によって、生産

活動の増加に伴い、成長率も上昇することを示

す。一方、民主党（DPJ）政権では非有意なが

ら GDP 成長率と正の相関性（同（6））、安倍政

権時には負の相関性（同（7））を示している。

表4　GDP成長率に対する非正規雇用・労働組合組織率等の影響 

【Dependent Variable ： GDP growth 】
【Explanatory 1984-2021 1984-2020 1984-2019 1980-2019 1981-2020 1981-2020 1991-2020
 Variables】 (1) (2) (3) （4） (5) （6) (7)
Nonregular -0.1639 *** -0.0491 -0.1081 ***
　　（% ) (0.045) (0.054) (0.018)

(-3.646) (-0.903) (-5.997)
**0732.0noitasinoinU * 0.1076 **

　　（%） (0.027) (0.048)
(8.680) (2.225)

**5410.1***8028.0dlohesuoH * 0.5577 *
)623.0()101.0()142.0(erutidnepxE
)907.1()20.01()014.3(

***343.1***134.1 rotcaF latoT
Productivity(⊿ )990.0(8601.0)

(13.39) (13.57)
***3518.0ruobaL

)071.0(ytivitcudorP
(4.804)

325.0JPD ymmuD
)387.0()21-9002( 

(0.667)
Dummy Abe -0.298

(2013-20) (0.849)
(-0.351)

Constant 6.1871 *** 1.6437 *** 3.8924 *** -4.117 *** -1.713 0.1356 0.3284
(1.314) (1.817) (0.532) (0.616) (0.966) (0.264) (0.545)
(4.707) (0.905) (7.318) (-6.683) (-1.773) (0.515) (0.603)

R2 0.2697 0.4710 0.8852 0.8909 0.8569 0.7256 0.1142
Obs. 37 37 36 40 40 41 30

（注） 1. *, **, ***　はそれぞれ10％、5％、1％の誤差を示す。
　　　2. 中段の括弧内の数値は、下段の標準偏差とt値を示す。
（出所） 内閣府, 厚生労働省, FRB（FRED）などのデータに基づき筆者計算。
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（4）非正規雇用と労働組合組織率・家計支出・
GDP 成長率等の関係
非正規雇用比率（Non-regular）は　GDP 成

長率と負の相関性がある（表 5 （1）～（3）式）。

また、非正規雇用比率は賃金水準（wage）と負

で有意な相関性がある（同（1）、（2）、（5）式）。

一方、労働組合組織率は、非正規雇用比率と強

い負の相関性がある（同（4）、（7）式）。

1990 年代の社会党の村山内閣（社会・自民党

連立政権）期（Dummy 1993-95）および民主党

政権期（Dummy 2009-12）では非正規雇用比率

に負で有意な関係を示し、非正規雇用は減少し

た可能性を示す（表 4 （6）、（7）式）。一方、小

泉内閣（2001-06）、安倍内閣（2013-20）期のダミー

変数は非正規雇用比率に正で有意な関係を示し

ており（同（3）～（5）式）、非正規雇用を積極

的に促進した政策の帰結が明確に示されている。

表5　非正規雇用とGDP成長率・労働組合組織率・賃金水準等の関係
【Dependent Variable ： Non-re gular Em ployment】

【Explanatory 1990-2021 1990-2021 1984-2020 1995-2021 1991-2020 1984-2020 1995-2020 1990-2021
 Variables】 (1) (2) (3) （4） （5） (6) （7） （7）
GDP Growth -0.787 * 1.128 * -1.087 ***

(0.489) (0.627) (0.321)
(-1.608) 1.799 (-3.385)

***461.2-***953.2-noitasinoinU
　　（%） (0.057) (0.057)

)28.73-()91.14-(
Wage -0.9726 *** -0.9438 *** -0.8186 *** -0.2612

)581.0()842.0()052.0()703.0(
)014.1-()003.3-()867.3-()661.3-(

Household -3.097 ***
Expenditure (0.782)

(-3.958)
***8211.0-ruobaL

)720.0(noitasnepmoC
(-4.228)

***740.2-9082.0-ruobaL
)184.0()544.0(ytivitcudorP

(-0.631) (-4.260)
Total Factor -0.3021

Productivity(Δ ) (0.480)
(-0.630)

*389.7-ymmuD
)937.3(59-3991

（Non-LDP) (-2.135)
**119.4***766.6ymmuD

)248.1()620.2(imuzioK
)666.2()192.3()60-1002(

Dummy DPJ -0.132
 (2010-12) (0.354)

(-0.372)
Dummy 1.847 *** 11.696 ***
 2000-20 (0.334) (1.342)

(5.529) (8.712)
**195.1***840.21ebAymmuD * 8.282 ***

)389.1()782.0()599.1()02-3102(
(6.039) (5.543) (4.177)

Constant 131.29 *** 129.09 *** 25.771 *** 88.14 *** 111.78 *** 30.95 *** 72.821 *** 49.08 ***
(31.69) (25.84) (1.189) (2.69) (25.85) (1.197) (1.237) (19.52)

(4.14) (4.997) (21.67) (32.72) (4.324) (25.85) (58.86) (2.514)
R2 0.3048 0.4731 0.6759 0.9936 0.6810 0.3997 0.9921 0.8041

Obs. 32 31 37 27 30 37 31 30

（注） 1. *, **, ***　はそれぞれ10％、5％、1％の誤差を示す。
　　　2. 中段の括弧内の数値は、下段の標準偏差とt値を示す。
（出所）内閣府, 厚生労働省, FRB（FRED）などのデータに基づき筆者計算。
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特集　経済格差の拡大と暮らしへの影響

（5）賃金水準と非正規雇用比率・労働組合
組織率・家計支出等の関係
非正規雇用比率と賃金水準（Wage）には強い

負で有意な相関性があり（表 6（2）、（3）式）、

前節で示した結果と整合的である。また労働組

合組織率（Unionisation）は賃金水準に対し正で

有意な相関性を示す（同（1）、（5）式）。さらに、

労働報酬率（Labour compensation）は賃金水

準と正で有意な関係を示す（同 （1）、（2）、（5）

式）。一方、労働生産性は賃金水準と正の相関が

あるが、2000 ～ 2021 年期のダミーは負の相関

性を示す（同（7）式）。特に安倍政権（Dummy 

Abe）では賃金水準と負で有意な相関性を示す

（同（6）式）。

表6　賃金水準とGDP成長率・非正規雇用・労働組合組織率等の関係
【Dependent Variable ： Wage】

【Explanatory 1995-2020 1995-2021 1984-2020 1980-2019 1995-2021 1984-2021 1991-2021
 Variables】 (1) (2) (3) （4） (5) (6) (7)
GDP Growth 0.3500 **

(0.162)
(2.156)

Nonregular -0.5555 *** ***885.0**0522.0-
　　（% ) (0.054) (0.092) (0.185)

)871.3()834.2-()82.01-(
***8593.1***1113.1noitasinoinU

　　（%） (0.142) (0.152)
)202.9()202.9(

***23.071rotcaFlatoT
)21.91(ytivitcudorP

(8.909)
Labour 0.1471

Productivity (Mfg) (0.095)
(1.546)

Labour 0.4746 *** ***103.0***1862.0
)280.0()570.0()301.0(noitasnepmoC
)476.3()985.3()316.4(

***70.02-s0891ymmuD
(1.923)

(-10.43)
Dummy **8362.9PDL-noN

)307.3()59-3991(
(2.502)

7658.0imuzioKymmuD
)967.0()60-1002(

(1.114)
*841.6-ebAymmuD

)553.3()02-3102(
(-1.833)

Dummy -3.879 ***
2000-2021 (1.063)

(-3.650)
Constant 30.02 *** 93.97 *** 109.92 *** -60.84 *** 45.86 *** 85.27 *** 105.78 ***

(10.68) (7.55) (2.840) (17.75) (9.27) (4.846) (0.92)
(2.812) (12.44) (38.70) (-3.43) (4.95) (17.59) (115.1)

R2 0.8393 0.8217 0.7983 0.6943 0.7992 0.2265 0.3681
Obs. 26 27 37 40 27 38 31

（注） 1. *, **, ***　はそれぞれ10％、5％、1％の誤差を示す。
　　　2. 中段の括弧内の数値は、下段の標準偏差とt値を示す。
（出所）内閣府, 厚生労働省, FRB（FRED）などのデータに基づき筆者計算。
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（6）分析のまとめ：非正規雇用、GDP 成長率、
賃金水準等の関連性
上記の分析結果は以下のようにまとめられる。

（1）家計支出は GDP 成長率と正で有意な相関性

がある。

（2）非正規雇用比率は GDP 成長率と有意に負の

相関性を示す

（3）非正規雇用比率と賃金水準には強い負で有

意な相関性がある

（4）労働組合組織率は非正規雇用比率と強い負

の相関性を示し、賃金水準、家計支出、GDP

成長率と強い正の相関性がある

（5）非正規雇用の増加は家計の可処分所得低下

とともに家計支出と負の相関性がある。

（6）新自由主義政権（小泉内閣 , 2001-06）、安倍

内閣 , 2013-20）下では非正規雇用比率に正で

有意な関係、非自民党政権、民主党政権期に

は非正規雇用比率は負の相関性を示す。

以上の結果は、1980 年代以降の非正規雇用の

拡大が賃金水準の抑制を通して家計支出も低下

し、所得分配の悪化、特に低所得層が大幅な増

加に伴い日本の GDP 成長率が長期にわたり低迷

してきたことを裏付けている。

3　所得税累進化に伴う格差是正と経済成長
日本では過去数十年間所得税（国税・地方税）

及び社会保険料累進性のフラット化に伴い低所

得層の負担が一層増加する一方、富裕層の負担

は大幅に軽減されてきた。相続税や資産課税に

関しても同様であり、特に後者の金融取引では

分離課税が適用されており株・債券その他の取

引では一律に課税されるため「1 億円の壁」と

いわれる富裕層の所得税負担が低減する状況が

ある。

そこで、筆者は家計調査（2023）を基に所得

税・社会保険料累進化の結果、家計消費全体の

拡大に伴い GDP 成長率が加速することを検証し

た（大田 2025）。

本分析では累進性を最も強化した Case 3 では

家計消費は約 4% 増加し、GDP 成長率は 2％程

度増加する試算が示される（図 7）。

この結果は、累進性強化に伴い中低所得層の

可処分所得の増加に伴い全体の家計支出が増加

し経済成長率が高まることを示している。すな

わち、非正規雇用比率の低下（正規雇用の増加）

による家計の可処分所得の増加は消費拡大を通

して成長に寄与することを示している。

図7　所得階層別所得税・保険料負担率

 

  

 

所得税累進化と家計消費/GDP 成長率

税・保険料
家計消費

変化 (%)

GDP

成長率(%)

－ －
Case 1 7～40% 0.94 0.46
Case 2 5～45% 3.13 1.53
Case 3 3～50% 4.13 2.02

（注）1. 所得階層別平均世帯収入と税金/保険料除く

         　可処分所得に基づく推計

       2.GDP 成長率変化は家計消費の増加に基づく  

（出所）  総務省 家計調査2023 （月次）より筆者算出  
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特集　経済格差の拡大と暮らしへの影響

おわりに
本稿では非正規雇用拡大の影響を計量的に分

析した結果、非正規雇用の拡大と日本経済の低

迷が密接に結びつき、「失われた 30 年」の長期

経済低迷の大きな要因となっていることを示し

た。

したがって、日本経済の復活と持続可能な成

長を達成するためには、非正規雇用を縮小（正

規雇用を増加）させ、全国民の可処分所得を増

加させることが必要である。具体的には、例え

ば労働オンブズマン制度の導入による労働法制

の厳格な順守、派遣法の改正（非正規雇用の業

務適用制限および規制強化等）や不当労働行為

の規制に加え、違反した雇用主への罰則厳格化

により正規雇用の拡大に伴う全体の賃金水準の

上昇に向けた政策を強化することが必要であろ

う。さらに、税制の抜本的な改革、特に所得税・

社会保険料負担の累進性強化により中低所得層

の所得税や社会保険料負担を軽減する措置を講

じなければますます経済成長率の低迷は長引く

可能性がある。もちろん、短期的措置として法

人税減免措置適応範囲の制限に伴う法人税収増

加や食料品等生活必需品の消費税引下げおよび

消費税非対象項目の拡大による中低所得層負担

の軽減なども同時に必要とされよう。

【注】

1）製造業への派遣業務解禁は日本の製造業の中長

期的な技術開発力の発展や地位の大幅に低下に影

響した。製造業の非正規労働は重要な技術的な要

素を持つ工場労働者のみならず知的労働者にも拡

大し、日本企業のハイテク分野での技術的優位性

を 2000 年代以降失ってきたこととも無関係であ

るとは言えない。

2）Yokoyama et al. （2018） は、輸出企業は非正規

雇用を雇用調整の手段としており、為替相場の変

動に伴う業績悪化時にはリストラを行う傾向があ

ることを指摘している。さらに、加藤（2017）は

非製造業部門の賃金水準は労働生産性の低さが生

産性の低迷を招いており、製造業労働の非正規拡

大と関連していると指摘する。

3）現在の日本では国民全体の貧困化が進んでおり、

特に非正規雇用に従事する低所得若年層の増加

は、貧困化に伴い結婚が困難となり、その結果少

子化がさらに進む。さらに非正規雇用労働者の増

加は社会保障を支える年金・社会保険を収めるこ

とが困難な非正規家計が拡大し社会保障制度自体

の存続が困難となる。一方、非正規雇用労働者は

通常定時退社をするため、全体の仕事負担は正規

雇用労働者の長時間労働が一 般化する傾向に拍

車をかける。

4）名目（実質）GDP に占める家計支出の割合は

53.2％（52.2％）[2023] である。

5）現在の日本では、家計調査に応じる余裕のある

世帯は正規雇用の 2 名以上の家族か一人世帯でも

収入に余裕のある層と考えられ、近年急増してい

る若年層のフリーター等非正規雇用労働者や低所

得の老齢世帯は対象外となっている場合も多い。

そのため、公表された Gini 係数より実際の経済格

差は大きいと考えられる。

6）米国「人身売買報告書」2021 年版では日本の同

制度を採り上げており、単なる「搾取」の手段と

なっていると指摘している（山田 2021）。現在「技

能実習制度」に代わり「特定技能 1 号水準の人材

の育成」と「育成就労産業分野の人材確保」を目

的として、「育成就労制度」を導入、2027 年まで

に実施予定であるが、適切に運営されるか不透明

である。

7） 大 田（2022） は、 本 稿 で の Ordinary Least 

Square（ OLS）に加え、一般化モーメント法

（Generalized Method of Moments, GMM） モ デ

ルを用いている。GMM モデルでは、説明変数の
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階差を取った変数を含め操作変数（IV）として採

用している。各変数はその入手可能な時期に応じ

て対象期間も異なっている。
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